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研究成果の概要（和文）：　本研究では、科学性評定サイトに新たにコミュニケータ機能を開発導入し、科学リ
テラシー教育のオンラインプラットフォームを構築した。それを使用した社会情報面の研究では、サイトに寄せ
られるコメントや議論の分析、実験的な議論の場におけるコミュニケータの効果の比較対照研究を重ね、コミュ
ニケータには議論の極性化が抑えられる効果があることが明らかになっている。教育心理面では、言説の誤解傾
向を学習者の特性に応じて究明し、なかでも批判的思考尺度を使った研究では、直感的思考が高い人が、分析的
思考が高い人に比べて確証バイアスが際立って高いことが示され、科学リテラシー教育の改善に寄与する知見が
得られている。

研究成果の概要（英文）： In this study, we have newly developed the communicator function in the 
science assessment site (Gijika.com) to build up an online platform for science literacy education. 
Social information researches using the platform revealed that the communicator was useful for 
suppressing the polarization of discussion by analyzing the information obtained from experimentally
 controlled bulletin boards. Educational psychology researches investigated the statement 
misunderstanding tendency of learners corresponding to their specific characters. In particular, the
 research using critical thinking scale revealed that intuitive people are much more corroboratively
 biased than rational people. Those researches brought us some knowledge contributing to improving 
the science literacy education.

研究分野：認知科学

キーワード： 科学コミュニケーション　疑似科学信奉　科学教育　批判的思考　科学リテラシー

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　一般市民の健康意識が向上した昨今、健康増進や安全維持をうたう疑似科学をろうした悪徳商法がますます問
題となっている。市民が疑似科学に惑わされない構図を社会的に形成することは急務になっている。疑似科学研
究はこれまで、科学哲学や科学基礎論の分野にとどまっていた。本研究のような実践レベルの取組みは稀有であ
り、次のような特色と意義がある。
　①本プラットフォームが、科学コミュニケーションの実用的な場として教育に利用できる。②科学コミュニケ
ーションにおける問題の解決法を分析するデータが得られる。③その解決法を実用的な場において評価ができ
る。さらに、④科学リテラシー教育に使用できる教材の開発へと応用できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 今日の日本における健康食品市場は１兆円規模の一大産業となっている。テレビや新聞・雑
誌における健康食品広告の量は、今世紀に入ってとくに右方上がりとなっており、健康食品広告
がマスメディアを支えているという側面さえも指摘できる。ところが、健康食品広告では不健全
な事態が進行している。一部の健康食品には健康維持効果を示す科学的データがあるが、多くの
健康食品についてはデータがない（あるいはきわめて少ない）。それにもかかわらず健康食品の
事業者は、効果が高いことは「科学的に明らかだ」という疑似科学的印象を形成し、市民の購買
意欲を刺激している。 
 消費者庁は、特定保健用食品や機能性表示食品の制度などによって、健康維持効果の科学的根
拠判断の重要性を周知する政策を次々と打ち出しているが、事態はあまり改善されない。「リス
クをおかしてでも発売するような企業だけが生き残る業界」とまで言われるほどの状態である。
その主たる要因は、市民が広告を閲覧するときに過度に科学性を読み取ってしまう認知的特性
にある。事態の改善には、情報を受け取る市民側の科学リテラシー教育、とくに批判的思考教育
を推進することが必要である。 
 
(2) 研究代表者は、以前の研究によって、科学性を評定する複数の基準を用い、疑似科学である
かどうかを段階的に判断する方法を確立した。科学と疑似科学の識別は、科学哲学分野で境界設
定問題とされる難問であるので、「科学性の程度を評定する」という着想で取組み、疑似科学と
されるものをとりあげ、それぞれの科学性を評定するサイトを構築し、広くインターネットでそ
の判断結果を情報共有してきた。 
 科学性評定サイトでは、評定を行った後も、閲覧者からのコメント、疑問や批判などで逐次フ
ィードバックを受けており、それらを通した科学コミュニケーションの増進が図られている。実
際に、熱心な閲覧者との議論や、サイト情報を活用した科学コミュニケーションの実践例報告な
どがなされ、学会等でも一定の評価を受けていた。 
 
２．研究の目的 
(1) 双方向メディアを介した科学コミュニケーションには大きな期待が寄せられているものの、
その実現にはプライバシー侵害や迷惑行為被害の問題の解決など、実現に向けたさまざまな対
策が必要である。科学性評定サイトでは、記述内容が高度でときに理解が難しいことや、進行す
る議論の行方が明瞭でなくそこに参画する敷居が高いことが、問題点として指摘されていた。こ
のままでは、サイトの閲覧はされるものの、一般市民が広く参加した「サイト上での科学コミュ
ニケーション」に発展するまでには至らないし、科学リテラシー教育への展開もままならない。 
 その状況を打開するために、閲覧者の知識や技能に応じて科学性評定サイトを段階的に利用
する方法を着想した。具体的には、サイトコミュニケータを募って指定テーマについて議論を交
わしてもらい、他の閲覧者にはその議論の展開から指定テーマの知見を学び、ゆくゆくはサイト
コミュニケータとして参画してもらうという循環を形成する。また、サイトコミュニケータは基
本的な倫理教育と科学リテラシー教育を受けた認証制とし、一定の威信（プレスティージ）をも
って議論をリードしてもらう。このコミュニケータ機能を実現し、サイト上での科学コミュニケ
ーションを活性化するとともに、科学教育研究の実践的事例データ収集のためのプラットフォ
ームとして確立することが、本研究の目的の１つである。 
 
(2) 本プラットフォームでは、コミュニケータの議論履歴データ、一般閲覧者の閲覧履歴や信念
変更履歴データ、アンケート情報などが収集できることで、次のような研究に活用できる。教育
心理面では、疑似科学信奉が何によってもたらされるか、どんな議論を目にすることによって信
念が変更されるかなど、科学リテラシー教育上の豊富な知見が得られること、社会情報面では、
各々の疑似科学テーマに対して異なる姿勢をとる行為者（アクター）が、どのような手順を踏め
ば健全な議論を展開できるかをはじめとし、インターネットサイトというオンライン環境での
科学コミュニケーションや科学リテラシー教育の利点と限界が明らかになることである。これ
らも本研究の、もう１つの目的となる。 
 
３．研究の方法 
(1) 科学性評定サイトの閲覧訪問者数を増進させながら、コミュニケータ機能やデータ収集機能
を新たに増強し、科学コミュニケーションを活性化させる。と同時に、その蓄積された諸データ
を分析し、疑似科学信奉や信念変更にまつわる教育心理学的特性と、その信奉をコミュニケーシ
ョンによって健全化させる社会情報学的手法について知見を得る。その知見を活かした科学リ
テラシー教育教材の作成・公開を通して、結果として当該サイト全体を、科学教育のオンライン
プラットフォームとして整備する。 
 
(2) コミュニケータ機能には、次の４つをシステム開発する。①コミュニケータ資格認証：疑似
科学信奉に関する心理学的知見や科学性評定条件などの理解をテストして認証を与える。②コ
ミュニケータ登録：アクターとしての立場などの属性を登録して必要な画面で表示をする。③議
論スレッドの設定・進行：コミュニケータが複数集まって議論を行う場（スレッド）を設定でき、
進行に応じて各スレッドがどんな議論の状態かを可視化する。④議論への閲覧者による投票：議



論の進行に応じて閲覧者の納得を投票可能とし、どんな議論が閲覧者に対して影響力があるか
可視化する。さらに、データ収集・表示機能について、上記コミュニケータ機能の履歴情報を収
集・表示する機能に加え、コミュニケータと閲覧者から得られるアンケート情報を収集・分析表
示する機能を実現する。 
 
(3) ウェブサイト上の行動には、サイトの環境（匿名性）や個人の特性（プライバシー意識）が
影響することが数多くの研究において指摘されており、とくに匿名性は攻撃的言動・炎上現象の
原因とされている。既存のサイト閲覧者の投稿や別途のアンケート調査の分析をもとに、サイト
の特性およびプライバシー意識や疑似科学態度などの心理特性と、そこにおけるコミュニケー
ション行動の関連について分析を行う。 
 
(4) 疑似科学への態度は、科学的知識の多寡だけでなく、個人の認知スタイルや宗教的信心を含
む個人特性との関連性が認められており、その背景において推論過程の諸特性に影響を受ける
ことが指摘されている。とくに比較文化的に興味深いのは、日本人では、合理的思考態度を持つ
個人は、非合理信念を比較的強く示すという西洋圏とは異なる傾向が見られることである。これ
らの知見にもとづき、合理的・批判的思考の態度を中心に、疑似科学への態度および認知的バイ
アスなどの関連について明らかにするために、サイト閲覧者の投稿や別途Web調査パネルの分
析をもとにした検討を行う。 
 

図１．Gijika.comのトップページの一部 
 

図２．Gijika.comの掲示板表示の例 
 



４．研究成果 
(1) 科学性評定サイトに新たにコミュニケータ機能を開発導入し、そのサイトコミュニケータの
議論や、来訪者の投稿や議論評価の履歴やアンケート情報を収集・蓄積する機能を整備して、科
学リテラシー教育のオンラインプラットフォームを構築できた。それをもとに疑似科学信奉の
心理的背景や信念変更の社会情報的状況について分析でき、科学コミュニケーションや科学リ
テラシー教育の増進方法を編み出すとともに、その成果をサイトに反映させる実験研究環境が
充実した。このオンラインプラットフォームはスマホでの閲覧も可能な閲覧インターフェース
をもつ新サイト Gijika.comに全面改訂して公開（図１）し、旧サイトからの移行を果たした。 
 掲示板機能でとくに工夫されている点は、図２に示すように、公開教材によって一連の学習が
済んでいると、投稿の際に☆が最大４つ表示されプレステージになる（コミュニケータになる要
件の１つでもある）。また投稿には、意見や質問、司会による議事進行などの属性が先頭に表示
される。さらに、各投稿について「同感！」や「理解不能」などの評価を投票できる機能や、投
稿に対する投稿を階層表示できる機能などが、完備している。この成果を 2019年度の科学教育
学会年大会で発表したところ、発表賞を受賞できた。 
加えて、サイトに寄せられるコメントに対応し、従来の評定の信頼性をあげることと、新規項
目の評定もさらに追加し、閲覧者のさらなる増加を達成した。新たに評定追加した項目は「がん
もどき（がん放置療法）」「水素水」「コエンザイム Q10」「ダンスセラピー」「イチョウ葉エキス」
「遺伝子組換え危険説」「血液クレンジング」である。このうち「ダンスセラピー」については、
メタ分析論文として整備し、英文学術誌に投稿した。また、本研究期間中（３年間）のサイト閲
覧者数はのべ 130万人（300万ページヴュー、800コメント）となっており、研究開始前１年半
の４倍に増大した。 
 
(2) 科学的トピックに関する掲示板でのコミュニケーションがトピックに関する理解の増進や
科学リテラシーの獲得につながるかどうかを検証すること、および議論を整理する役割として
のコミュニケータ（司会進行役）の機能を検証するため、科学性評定サイトの掲示板プラットフ
ォームを用いた実験研究を実施した。具体的には「深海には絶滅したと思われている古代の生物
の子孫がまだ生き残っている」「銀河系内には地球と同じような生命を持つ惑星が存在する」と
いうテーマについて話し合う掲示板をそれぞれ２つずつ用意し、被験者 41名（大学生）をこれ
ら４つの掲示板（うち２つにコミュニケータが参加）のいずれかにランダムに割り当てディスカ
ッションを行わせた。そして「トピックに対する態度」「批判的思考態度」「コミュニケーション
態度」の３観点から評価した。 
 実験の結果、まず「トピックに対する態度」については、コミュニケータがいない掲示板では
テーマに対する被験者の態度変化が起こらないといった態度の成極化（極性化）現象がみられた。
コミュニケータありの掲示板では両方の立場
からの意見に触れやすく、その結果、集団極
性化が抑制されたと考えられる。次に「批判
的思考態度」については、コミュニケータな
しの掲示板では実験前後で批判的思考態度尺
度における被験者の得点変化がほとんどみら
れないか得点が低下していたのに対し、コミ
ュニケータありの掲示板では得点向上がみら
れた。具体的には右の図４のように、個人ご
との批判的思考態度について、コミュニケー
タの有無と測定時期（pre, post）を独立変数
とする２要因分散分析を行ったところ、有意
な交互作用が得られた（F (1, 32) = 4.45, p 
= .04, ηp2= .12）。また、単純主効果検定の
結果、コミュニケータあり条件のみ実験前後
で有意な得点の増加がみられた（F (1, 32) = 
6.05, p = .02）。              図３．批判的思考態度（論理的思考）の態度変化 
 
 最後に各掲示板での「コミュニケーション態度」であるが、議論の攻撃性について掲示板ごと
での有意差が確認され、いずれもコミュニケータあり条件よりもなし条件において得点が高か
った。コミュニケータがいる掲示板では匿名性による攻撃性の高まりが抑制されたと考えられ
る。本研究で得られた成果は、2020年度の日本科学教育学会年大会での発表をもとにして、同
学会の論文誌に投稿する予定である。 
 
(3) 前項に記述したように、コミュニケータ機能をもった掲示板などの本プラットフォーム機能
は、さまざまな実験研究に利用できている。しかし、自発的な来訪者にコミュニケータの認証を
獲得してコミュニケータの役割を果たしてもらうことは、予想以上に難しいことが判明した。 
その理由をアンケート調査等から読み解くと、第１に、コミュニケータの認証には、公開教材
によるそれなりの学習時間が必要であり、自発的な来訪者の多くにはそこまで労力をかけてま
で、議論に参加したいという動機が十分にない。第２に、自発的な来訪者の中には議論に対する



意欲が高い方が一部にいるが、その多くはコミュニケータの認証獲得に抵抗がある（あるいは認
証をプレステージと感じていない）。第３に、その議論に対する意欲が高い方には、少数ながら
コミュニケータの認証獲得に至る方がいるが、科学的な理解のもとでコミュニケータの役割が
果たせるところまで、学習が十分至っているとは言えない。 
 今後の反省点としては、知識だけでなくコミュニケータ技能を学ぶコースウェアの開発、楽し
みながら学習できる教材形式の工夫、コミュニケータ業務に対するインセンティブの考案など
が必要と思われる。とくに、誤謬論の理解に大きな課題があると認識される。サイトのコメント
からそこに内在しがちな誤謬のタイプを整理し、その一部は教材にも反映しているが、認証を取
得した学習者であっても当該の誤謬に陥る事例が見られている。以上から、科学リテラシー教育
の課題が明確になったと言える。 
 
(4) 心理面の研究では、疑似科学的言説の受容に対して、認知スタイル等の個人差が与える影響
とその文化差について、日本および西洋文化圏を対象とする調査（参加者総数 N = 1,316）を実
施した（ただし、この調査には本科研費プロジェクト以前に行われたものも含まれている）。こ
の調査ではとくに、宗教的信念や陰謀論信念と関与することが示されている「思考の二重過程理
論」における分析的思考、東洋において顕著にみられる包括的認知が、超常現象や疑似科学に対
する信奉の度合いをどの程度説明するか、またその影響力に文化差があるかどうかを検討した。 
その結果、宗教および陰謀論信念と同様に、分析的思考は超常・疑似科学信奉と負の関連があ
ることが示され、加えて包括的認知傾向の強い個人は信念を持ちやすいことが明らかになった。
また、分析的思考の影響力には文化差が見られ，分析的思考と信念の負の関連性は、とくに西洋
において強く、日本のような東アジア文化圏ではその影響が弱いことが明らかとなった。これは、
それらの非合理的言説に対する文化的規範の違いが関与している可能性が指摘された。本研究
で得られた結果は、学術論文として投稿済みである。 
 
(5) さらに、疑似科学に対する青少年の態度が、SNS上のさまざまな情報に接触によって促進さ
れるかどうかについて、高校生 200名を対象とするウェブ調査および中高生 294名に対する質
問紙調査を実施し、LINEや Twitterの利用状況と疑似科学への態度、超常信奉、論理的思考力
および関連が予想される心理行動特性について検討した。この結果をもとに、測定尺度項目の改
良や精選を行い、SNS 上のコミュニケーションや情報接触が疑似科学信奉に及ぼす影響につい
て、広く一般の Twitterユーザーを対象とする２つのウェブ調査（調査１：1,935名，調査２：
1,071名）で検討した。 
調査１の結果、Twitter の利用頻度が多いほど疑似科学を信奉しないこと、Twitter の利用動
機によって疑似科学信奉との関連が異なることが示された。また調査２では、直観性の低い人で
は Twitterで趣味娯楽情報に触れるほど疑似科学を信奉し、公共情報に触れるほど疑似科学を信
奉しないことが示された。加えて、自由記述で得られた一般市民の疑似科学の認識についても検
討し、疑似科学の認識が大きく超常現象系と医療健康系の情報について精緻化されていること
や、これらが専門家の疑似科学の認識とは齟齬が見られることも明らかにした。以上の成果を、
論文「Twitter利用と疑似科学信奉との関連」として発表した。 
 
(6) また、ワクチン有害説を対象事例として、確証バイアスの影響と批判的思考との関連に関す
る研究を行った。yahooクラウドソーシングで 800人を募集し、770人（参加率 96%、男性 486
人、女性 283人、その他１人）の参加が得られた。チェック質問により、妥当な回答をフィルタ
リングして、有効データ 467を対象として分析を行った。 
 参加者をネガティブな事前信念の群、ポジティブな事前信念の群に分け、両群を質問に対する
回答文章ごとに評価を比較した。たとえば、質問「ワクチンに含まれるチメロサールで水銀中毒
になったり、自閉症になったりすることがある」を解説する文章について比較したところ、参加
者が文章を評価する際に、より自分の事前信念に寄せて評価する確証バイアス傾向があると、統
計的に有意に判明した。 
 加えて、批判的思考尺度 CRT−２の違いによる確証バイアス程度の差を分析した。参加者の中
から CRT−２全問を正しく回答した群、全問を直感的に間違った群を抽出し、文章の評価を事前
信念に寄せる傾向の有無を同様に確認した。その分析の結果、たとえば、質問「実はインフルエ
ンザワクチンには、インフルエンザに対する予防効果はないので、接種する意味がない」におい
て、直感的に間違った群では、ワクチンに対するポジティブな事前信念を持っている参加者がワ
クチンに対するネガティブな事前信念を持っている参加者より質問に反対する文章を高く評価
した。このような統計的な分析から、CRT−２全問を直感的に間違った群は全問を正しく回答し
た群より確証バイアスの傾向が高いと結論できた（情報コミュニケーション学会大会で発表）。 
 こうした知見が、科学リテラシーの重要要素である批判的思考を高める教材の開発に活かせ、
良好な科学コミュニケーションの実現に向けた手かがかりになる。 
 
(7) 最終年度の終了にあたり、本プラットフォームを使用した追加実験を重ねて企画し、順次実
施している。それから得られた知見にもとづいて新たな企画を立て、今後の科学研究費の応募に
つなげていきたい。 
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